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三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社    

貸 借 対 照 表 
（２０２１年３月３１日現在） 

                                                                            (単位：百万円) 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  ( 負 債 の 部 )  

流 動 資 産 51,072 流 動 負 債 10,555 

    現 金 及 び 預 金 21,589     預 り 金 44 

 金 銭 の 信 託 10,857     未 払 金 7,572 

    前 払 費 用 397       未払収益分配金 0 

    未 収 委 託 者 報 酬  8,471       未 払 手 数 料 4,154 

    未収運用受託報酬 6,151       そ の 他 未 払 金 3,417 

    未 収 収 益 177     未 払 費 用 1,046 

    そ の 他 3,428     未 払 法 人 税 等 517 

固 定 資 産 21,077     賞 与 引 当 金 556 

  有 形 固 定 資 産 993     そ の 他 818 

    建 物 301 固 定 負 債 768 

    器 具 備 品 692     退 職 給 付 引 当 金 626 

  無 形 固 定 資 産 4,145     資 産 除 去 債 務 133 

    ソ フ ト ウ ェ ア 4,104     そ の 他 8 

    そ の 他 41 負 債 合 計 11,324 

  投 資 そ の 他 の 資 産 15,937 （ 純 資 産 の 部 ）  

    投 資 有 価 証 券 9,950 株 主 資 本 60,098 

    関 係 会 社 株 式 5,636   資 本 金 2,000 

    繰 延 税 金 資 産 311   資 本 剰 余 金 17,239 

    そ の 他 39   その他資本剰余金 17,239 

    利 益 剰 余 金 40,858 

      利 益 準 備 金 500 

      その他利益剰余金 40,358 

        別 途 積 立 金 2,100 

        繰越利益剰余金 38,258 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 726 

    その他有価証券評価差額金 791 

    繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △65 

  純 資 産 合 計 60,824 

資 産 合 計  72,149 負 債 ・ 純 資 産 合 計 72,149 
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損 益 計 算 書 

(自 ２０２０年４月 １日 

 至 ２０２１年３月３１日) 

                                                                     (単位：百万円) 

科         目 金         額 

営 業 収 益  48,611 

  委 託 者 報 酬 37,224  

  運 用 受 託 報 酬  10,982  

  そ の 他 営 業 収 益 403  

営 業 費 用  37,626 

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 37,626  

営 業 利 益  10,984 

営 業 外 収 益  3,243 

  受 取 利 息 2  

  収 益 分 配 金 101  

  金 銭 の 信 託 運 用 益 3,038  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 1  

  投 資 有 価 証 券 償 還 益 54  

  そ の 他 45  

営 業 外 費 用  3,946 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損 0  

  投 資 有 価 証 券 償 還 損 0  

  為 替 差 損 158  

  デ リ バ テ ィ ブ 費 用 3,782  

  そ の 他 5  

経 常 利 益  10,281 

特 別 損 失  110 

  ｼ ｽ ﾃ ﾑ 統 合 費 用 110  

税 引 前 当 期 純 利 益  10,170 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 3,242  

法 人 税 等 調 整 額 △65 3,177 

当 期 純 利 益  6,993 
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個 別 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式 

   移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定してお

ります。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

     時価法によっております。 

 

(3) 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

     時価法によっております。 

 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法によっております。 

無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、原則として社内における利用可能期間（5

年）に基づいて償却しております。 

  

   (5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として計

上しております。 

  

(6) 引当金の計上基準 

賞与引当金 

役員及び従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当期末における簡便法による退職給付債務の

見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

(7) ヘッジ会計の会計処理 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
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ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は関係会社株式及び投資有価証券であります。 

     ヘッジ方針 

自己勘定運用管理規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクをヘッジしております。 

     ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計額を比較して有効性を判定しております。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

(9) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

  

   (10) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

     「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 2 年法律第 8 号）において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いにより、「税効果会計に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを適

用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額      503百万円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権   70百万円 

短期金銭債務   1,210百万円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 107百万円 

賞与引当金損金算入限度超過額 170百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過額 191百万円 

税務上の収益認識差額 71百万円 

繰延ヘッジ損益 28百万円 

その他 123百万円 

繰延税金資産 合計 693百万円 

繰延税金負債  

有価証券評価差額 △349百万円 

その他 △32百万円 

繰延税金負債 合計 △382百万円 

繰延税金資産の純額 311百万円 
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４．関連当事者との取引に関する注記 

兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

親会社の

子会社 

三井住友 

信託 

銀行(株) 

－ 
営業上の取引 

役員の兼任 

運用受託報酬 9,365 
未収運用 

受託報酬 
5,402 

投信販売 

代行手数料等 
9,124 

未払 

手数料 
1,888 

 

（注）(1) 上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れています。 

(2) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ① 運用受託報酬 

各運用受託案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。 

 

② 投信販売代行手数料等 

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されてお

ります。 

 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

   (1) １株当たり純資産額      20,274,967円 09銭 

   (2) １株当たり当期純利益     2,331,221円 85銭 

 

 


